




















Qualitative Advance of Chinese Industry in the Era of Economic Reform （4）
―Whither China’s Industrial Advance in the Post Financial Crisis Era?― ①























































　自動車産業の調整振興計画は 2009年 1月 14日開催の国務院常務会議にて審
（12）「人民日報」記事では，自動車産業と鉄鋼産業については 2009年 1月 15日付第 1面を，
紡織工業と設備製造業については同 2月 5日付第 1面を，船舶工業に関しては同 2月 12
日付第 1面を，電子情報産業については同 2月 19日付第 1面を，軽工業と石油化学産業







































































































































































































































































計画は，上述非鉄金属産業と同じく 2009年 2月 25日開催の国務院常務会議に
て審議のうえ，原則採択された。そして，同年 4月 24日に国務院より正式に
発布された。
　同計画によれば，物流業は運輸，貯蔵，貨物輸送代理（フォワーディング），
情報を融合する複合型サービス産業で，関連分野が広く，従業員数も多く，生
産促進，消費拡大や競争力拡大で大きな役割を担っているものととらえられて
いる。但し，中国物流産業は現時点で全体的にレベルが低いことが国民経済の
効率・利益の向上を大きく妨げているものとして，現代型物流業の発展を急ぎ，
現代型物流サービスシステムを早急にうち立て，物流サービスを起点としてそ
の他の産業の発展を促進していかなければならないとしている。具体的には，
1）物流市場のニーズを積極的に拡大し，物流企業と製造業，商業貿易企業と
の連携を促進し，物流サービスの社会化・専門化を推進すること，2）企業の
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再編合併を加速させ，高いサービス水準と強い国際競争力を備えた大型の現代
型物流企業群を育成すること，3）エネルギー，鉱物，自動車，農産品，医薬
などの重点分野における物流産業の発展を促進し，国際物流や保税物流の発展
を加速させること，4）都市物流や幹線物流，複合輸送施設の設置などのイン
フラ建設を強化し，物流業界の標準化と関連技術確立で情報化のレベルを向上
させることが挙げられる。
　それらをふまえ物流業については今後，1）多様な方式による連携輸送・中
継輸送設備，2）物流パーク，3）都市における配送システム，4）大口商品と
農村における物流，5）製造業と物流業との連携発展，6）物流の標準・技術の
普及，7）物流の公共情報プラットフォーム，8）物流をめぐる科学技術の発展，
9）緊急対応時の物流といった 9つの重点プロジェクトを進めることが明記さ
れている。
 （つづく）
